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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　炉心（１４）および冷却材を収容する圧力容器と、
　当該炉心（１４）に収容され、少なくとも一部がその内部に１つ以上の主としてガンマ
線に感応する迅速応答自己給電型中性子検出器（７０）を有し、当該検出器が当該炉心内
の核分裂反応に応答して当該反応を示す出力電流を発生させることを特徴とする複数の燃
料集合体（２２）とを備える原子炉システムであって、
　当該出力電流に対する当該核分裂反応の寄与分には、核分裂物質から放出されるガンマ
線による第１の寄与分と、臨界未満の核分裂事象に起因する第２の寄与分とが含まれてお
り、
　当該１つ以上の主としてガンマ線に感応する自己給電型中性子検出器（７０）の出力を
受け、当該出力に応答して当該炉心（１４）内のガンマ線分布の炉心平均値を発生させる
臨界未満反応度監視装置（７６）と、
　次式

【数１】

に従ってＫｅｆｆ値を計算し、出力するように構成された処理システムと、
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　当該Ｋｅｆｆ値を受け取り、Ｋｅｆｆ値に所定の望ましくない変化が検出されると冷却
材にホウ素を添加するためのトリガリング信号を発生させるように構成された化学体積制
御系（７４）と
をさらに備え、
　当該式において、ｔＲｅｆは停止後の時間、ｔはｔＲｅｆの後の時間であり、ｆ（ｔＲ

ｅｆ）／ｆ（ｔ）は時間に依存する核分裂生成物ガンマ崩壊関係式に基づく、時間ｔにお
ける当該第１の寄与分の、時間ｔＲｅｆにおける当該第１の寄与分に対する比率であり、
Ｉ（ｔ）は時間ｔにおける当該自己給電型中性子検出器の出力電流であり、ＩＲｅｆは時
間ｔＲｅｆにおける当該自己給電型中性子検出器の出力電流であり、ＫＲｅｆは時間ｔＲ

ｅｆにおける中性子増倍率である、原子炉システム。
【請求項２】
　前記処理システムが原子炉システムの停止期間中に前記Ｋｅｆｆ値を実質的に継続的に
監視するように構成されていることを特徴とする、請求項１の原子炉システム。
【請求項３】
　前記臨界未満反応度監視装置（７６）が、前記主としてガンマ線に感応する自己給電型
中性子検出器（７０）の出力のうち前記主としてガンマ線に感応する自己給電型中性子検
出器の近傍における核分裂副生成物から放出されるガンマ線の寄与分と、当該測定された
出力のうち臨界未満の核分裂事象に直接起因する寄与分とを突き止めるように構成されて
いる、請求項１の原子炉システム。
【請求項４】
　前記処理システムが、前記主としてガンマ線に感応する自己給電型中性子検出器（７０
）の前記出力のうち核分裂副生成物の寄与分を、自己給電型中性子検出器の前記出力から
減算することによって、前記Ｋｅｆｆ値をリアルタイムで求めるように構成されている、
請求項１の原子炉システム。
【請求項５】
　圧力容器（１０）の外に設置され、前記炉心内の核分裂事象を監視し、当該核分裂事象
を判定可能な出力を発生させる中性子源領域検出器（７２）を具備し、当該中性子源領域
検出器からのデータ入力なしに前記処理システムが前記Ｋｅｆｆ値を計算するように構成
されることを特徴とする、請求項１の原子炉システム。
【請求項６】
　前記処理システムがＫｅｆｆ値の所定の望ましくない変化を検出するように構成されて
おり、Ｋｅｆｆ値に当該所定の望ましくない変化が検出されると、前記化学体積制御系（
７４）が前記冷却材にホウ素を自動的に添加するように構成されている、請求項１の原子
炉システム。
【請求項７】
　原子炉が停止状態にあるかを監視する方法であって、
　当該原子炉の炉心内の１つ以上の自己給電型検出器を用いて、当該炉心内のガンマ線を
検出し、
　当該１つ以上の自己給電型検出器によって、検出されたガンマ線に基づく電流を出力し
、
　出力された電流に基づいて、次式
【数２】

に従ってＫｅｆｆの現在値を生成し、
　当該式において、ｔＲｅｆは停止後の時間、ｔはｔＲｅｆの後の時間であり、ｆ（ｔＲ

ｅｆ）／ｆ（ｔ）は時間に依存する核分裂生成物ガンマ崩壊関係式に基づく、核分裂生成
物分の補正係数であり、Ｉ（ｔ）は時間ｔにおける当該１つ以上の自己給電型検出器の出
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力電流であり、ＩＲｅｆは時間ｔＲｅｆにおける当該１つ以上の自己給電型検出器の出力
電流であり、ＫＲｅｆは時間ｔＲｅｆにおける中性子増倍率であり、
　当該Ｋｅｆｆの現在値を監視することにより、Ｋｅｆｆ値に所定の望ましくない変化が
検出されると当該原子炉の冷却材にホウ素を添加する、方法。
【請求項８】
　前記１つ以上の自己給電型検出器が中性子検出器から成る、請求項７の方法。
【請求項９】
　前記１つ以上の自己給電型検出器がガンマ線検出器から成る、請求項７の方法。
【請求項１０】
　前記１つ以上の自己給電型検出器が白金ベースである、請求項７の方法。
【請求項１１】
　前記Ｋｅｆｆの現在値を監視することが、前記原子炉の停止期間中に実質的に継続的に
行われる、請求項７の方法。
【請求項１２】
　前記炉心の外に設置された中性子源領域炉外検出器を用いて中性子源領域にある前記炉
心内の核分裂事象を監視するが、前記Ｋｅｆｆ値の生成は当該中性子源領域炉外検出器か
らの入力なしに行われる、請求項７の方法。
【請求項１３】
　前記ホウ素の添加は前記冷却材にホウ酸を添加することから成る、請求項７の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は原子燃料による発電炉の状態に関し、具体的には、原子炉の実効中性子増倍率
測定方法および装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　加圧水で冷却される原子力発電システムの一次側は、有用エネルギーを発生させるため
の二次側から隔離されるが当該二次側と熱交換関係にある閉回路を構成する。一次側は、
核分裂性物質を含む複数の燃料集合体が炉心内部構造により支持される原子炉容器、熱交
換蒸気発生器内の一次回路、加圧器の内部空間、加圧水を循環させるポンプおよび配管類
を含み、これらの配管類は蒸気発生器およびポンプをそれぞれ独立に原子炉容器に接続す
る。原子炉容器に接続される蒸気発生器、ポンプおよび配管系から成る一次側の各部は、
一次側ループを形成する。
【０００３】
　説明の目的のために、図１は炉心１４を包囲する、蓋体１２を備えたほぼ円筒形の原子
炉圧力容器１０を含む原子炉一次系を簡略化して示す。水などの原子炉冷却材が、ポンプ
１６により容器１０に圧入され、炉心１４を通過するとき熱エネルギーを吸収して、一般
的に蒸気発生器と呼ばれる熱交換器１８へ送られる。その熱エネルギーは蒸気駆動タービ
ン発電機のような利用回路（図示せず）へ運ばれる。原子炉冷却材はその後、ポンプ１６
へ還流して、一次ループが完成する。一般的に、上述したループが複数個、冷却材配管２
０により単一の原子炉容器１０に接続されている。
【０００４】
　原子炉の一例を図２においてさらに詳細に示す。炉心１４は互いに平行且つ垂直に延び
る複数の燃料集合体２２より成るが、その他の容器内部構造物は、説明の目的で、下部炉
内構造物２４と上部炉内構造物２６とに分けることができる。従来型原子炉の下部炉内構
造物は、炉心コンポーネントおよび計装体の支持、整列および案内機能だけでなく、容器
内の流れの方向を定める機能を有する。上部炉内構造物は、燃料集合体２２（簡略化のた
め２つだけ図中に示す）を拘束し、あるいは燃料集合体に二次的拘束手段を提供し、計装
体と例えば制御棒２８のようなコンポーネントを支持し、案内する。図２に例示する原子
炉では、冷却材は１つ以上の入口ノズル３０から原子炉容器１０に流入し、当該容器と炉
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心槽３２との間に画定される環状部を流下し、下部プレナム３４で１８０°方向転換し、
下部支持板３７および燃料集合体２２が着座する下部炉心板３６を上向きに貫流したあと
、当該集合体の中および周りを流動する。下部支持板３７および下部炉心板３６の代わり
に、単一構造の下部炉心支持板を下部支持板３７と同じ高さに配置する設計もある。炉心
とその周辺領域３８を貫流する冷却材の流量は通常、毎秒約２０フィートの流速で毎分４
００，０００ガロン級の大きなものである。燃料集合体はその流れに起因する圧力降下と
摩擦力によって持ち上げられる傾向にあるが、円形の上部炉心板４０を含めた上部炉内構
造物がその動きを押さえ付ける。炉心１４を出た冷却材は上部炉心板４０の下面を流れ、
さらに複数の穴４２を上向きに流れる。冷却材はその後、上方および半径方向に流れて１
つ以上の出口ノズル４４へ到達する。
【０００５】
　上部炉内構造物２６は、容器または容器蓋体に取り付けて支持させることが可能であり
、上部支持集合体４６はその一部である。荷重は、上部支持集合体４６と上部炉心板４０
との間を主として複数の支柱４８によって伝えられる。支柱は、所定の燃料集合体２２お
よび上部炉心板４０の孔４２の上方において一直線に並んだ位置にある。
【０００６】
　直線方向に移動可能な制御棒２８は一般的に駆動シャフト５０および中性子毒物棒のス
パイダ集合体５２を含むが、それらは制御棒案内管５４により上部炉内構造物２６を通り
抜け、整列関係にある燃料集合体２２内へ案内される。当該案内管は、上部支持集合体４
６に固着され、さらに割ピン５６によって上部炉心板４０の頂部に圧力ばめされている。
このピンによる連結は、案内管の組込みおよび必要に応じて行われる交換を容易にし、ま
た、炉心の荷重が、特に地震や他の高負荷事故条件下で案内管５４ではなく主として支柱
４８にかかるようにする。この支柱は、制御棒挿入能力に悪影響を与えかねない事故状況
下において案内管の変形の抑制に寄与するように配列されている。
【０００７】
　図３は、参照数字２２で総括表示する燃料集合体を垂直方向に短縮した形で示す立面図
である。燃料集合体２２は加圧水型原子炉に用いるタイプであり、下端部に下部ノズル５
８を備えた構造躯体を有する。下部ノズル５８は、原子炉炉心領域において燃料集合体２
２を下部炉心板３６の上に支持する。燃料集合体２２の構造躯体は、下部ノズル５８に加
えて、上端部の上部ノズル６２と、複数の案内管またはシンブル５４とを有する。これら
の案内管は、下部ノズル５８と上部ノズル６２との間を縦方向に延び、両端部はそれらの
ノズルに剛性的に固着されている。
【０００８】
　燃料集合体２２はさらに、案内シンブル５４（案内管とも呼ばれる）の軸方向離隔位置
に取り付けられた複数の横方向グリッド６４と、当該グリッド６４により横方向に離隔し
て支持された細長い燃料棒６６の整列アレイとを有する。図３からは分からないが、グリ
ッド６４は、これまで通り、卵箱パターンを形成するように相互に差し込まれた直交スト
ラップから成り、４つのストラップの隣接界面がほぼ正方形の支持セルを画定する。燃料
棒６６は支持セルを貫通し、互いに横方向に離隔した関係で支持される。多くの従来設計
と同様に、支持セルを形成するストラップの対向する壁面には、ばねおよびディンプルが
打抜き加工により形成されている。ばねおよびディンプルは支持セル内へ放射状に延びて
それらの間に燃料棒を捕捉し、燃料棒の被覆を押圧して当該燃料棒を定位置に保持する。
また、燃料集合体２２の中心部には、下部ノズル５８と上部ノズル６２との間を延びてそ
れらに取り付けられる計測管６８が配置される。このような部品の配置構成により、燃料
集合体２２は、部品の全体的構成を壊すことなく容易に取り扱うことができる一体的なユ
ニットを形成する。
【０００９】
　原子炉の出力レベルは、一般的に３つの領域に区分される。すなわち、中性子源領域（
起動領域）、中間領域および出力領域である。原子炉の出力レベルは、安全運転を保証す
るために継続的に監視される。かかる監視は、通常は、原子炉の中性子束を測定するため
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に炉心の外側と内側に配置された中性子検出器によって行われる。原子炉内の任意の点の
中性子束は、核分裂率に比例するため、出力レベルにも比例する。
【００１０】
　原子炉の中間領域および出力領域における中性子束の測定に核分裂電離箱が使用されて
きた。そのような核分裂電離箱は、すべての標準出力レベルで動作可能であるが、一般的
に、中性子源領域の低レベル中性子束は感度不足で正確に検出できない。このため、原子
炉出力レベルが中性子源領域にある時は通常、別個の低レベル中性子源領域検出器により
中性子束を監視する。
【００１１】
　米国特許第４，５８８，５４７号は、原子炉の臨界への近さを判定する方法および装置
を開示している。この発明は、原子炉が臨界未満のとき、人工中性子源および核分裂によ
る直接の子孫により生成される中性子束は、原子炉燃料の自然中性子源からの中性子とそ
れらの子孫とにより生成される中性子束より大きいという事実を利用する。しかしながら
、この発明は、原子炉が制御棒引抜きにより臨界に近づき到達する局面に的を絞ったもの
ではない。
【００１２】
　中性子源が存在しない場合、ある世代の自由中性子数の、先行世代の自由中性子数に対
する比率を「中性子増倍率」（Ｋｅｆｆ）と呼ぶが、これは原子炉の反応度の目安として
用いられる。換言すれば、炉心の反応度の目安であるＫｅｆｆは、中性子生成数の、破壊
と損失双方に起因する総中性子減少数に対する比率である。Ｋｅｆｆが１より大きい場合
、破壊される中性子（失われる中性子を含む）より生成される中性子の方が多い。同様に
、Ｋｅｆｆが１より小さい場合、生成される中性子より破壊される中性子の方が多い。Ｋ

ｅｆｆが１より小さい場合、原子炉は「臨界未満」と言われる。現在、臨界が起きる時点
を中性子源領域炉外検出器を用いて直接測定する方法は存在しない。プラント運転者は現
在、臨界が発生する時点を多数の方法を併用することにより推定している。臨界発生を推
定する方法の１つは、中性子源領域検出器から得られる計数率の逆比を、プラントを臨界
にするために使用する状態変化（例えば制御棒引抜き）の関数としてプロットすることで
ある。プラントが臨界になるとき、中性子源領域計数率は無限大に近づき、計数率の逆比
（ＩＣＲＲ）はゼロになる。原子炉炉心内で起きる反応の物理特性により、ＩＣＲＲ曲線
はほぼ常に凸状であるが、凹状の時もある。したがって、ＩＣＲＲ曲線によるプラントが
臨界になる状態の推定は、大きな不確実性を伴い易く、原子力規制委員会（Ｎｕｃｌｅａ
ｒ Ｒｅｇｕｌａｔｏｒｙ Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ）および国際原子力協会（Ｉｎｔｅｒｎ
ａｔｉｏｎａｌ Ｎｕｃｌｅａｒ Ｐｏｗｅｒ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）による相当な
監視を受けることにもなる。
【００１３】
　原子炉が臨界に近づく際、一般的に、中性子源領域検出器からの信号により、予定また
は計画された炉心状態に到達する前の、原子炉が臨界状態にあるか、まだ臨界に達してい
ないかの判断をする。核分裂プロセスにより放出された中性子の吸収を制御することによ
る原子炉の反応度の調節は、制御バンクの形態の制御棒集合体により行われる。原子炉を
臨界状態にするために制御バンクを引き抜くのは、各運転サイクルの初期起動後のすべて
の原子炉起動に使用される典型的な方法であるが、制御バンクの位置の変化により生じる
中性子源領域検出器の信号強度の変化がそのまま炉心反応度の変化を表すわけではない。
中性子源領域検出器の信号のこの振る舞いが、原子炉運転員によるこの情報の正しい利用
を難しくする。原子炉運転員が、計画された臨界状態に至る前に、原子炉が現在臨界状態
にあるか否か、あるいは臨界になりそうか否か判定できるだけでなく、原子炉がどれ程臨
界に近いかの判定もできることが理想的である。原子炉がどれだけ臨界に近いかを正確に
判定するには、制御バンクの構成の変化による信号の変化の大きさだけに頼らない、中性
子源領域検出器からの信号情報の利用方法が必要である。
【００１４】
　本発明の譲受人に譲渡された米国特許第６，１８１，７５９号は、この必要性に的を絞
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って、起動時の原子炉の臨界への近さを測定する方法を提供するものであり、この方法は
、制御棒の引抜きステップを完了して中性子検出器の出力信号を変化させるステップと、
制御棒引抜きステップの完了後および出力信号の遷移部分の間出力信号を測定するステッ
プと、測定した出力信号および出力信号測定間の経過時間に基づいて実効中性子増倍率（
Ｋｅｆｆ）を計算するステップと、実効中性子増倍率（Ｋｅｆｆ）の計算値に基づいて原
子炉の臨界への近さを測定するステップとから成る。しかし、この解決策はあくまでも推
定であり、原子炉システムを確実に臨界未満に保つための原子炉の化学体積制御系の自動
制御に利用可能なこの臨界への近さの推定に対する信頼性を高めるものではない。
【００１５】
　自己給電型固定式炉内検出器は現在、原子炉の出力領域の監視に使用されている。自己
給電型固定式炉内検出器（ＦＩＤ）は、商業用原子力発電炉の炉心出力分布の測定に一般
的に使用されている。自己給電型ＦＩＤの１つに中性子感応物質を利用するタイプがあり
、ロジウムはこのタイプのセンサにもっとも一般的に使用される元素である。そのような
検出器素子は、炉心出力に直接関連する中性子束を直接測定することができるが、中性子
への応答性が高いこのタイプの物質は減損するのがかなり速い。
【００１６】
　もう１つのタイプの自己給電型ＦＩＤは、ガンマ線に感応する物質を利用する。炉心で
発生するガンマ線の約８０％が核分裂反応によって生じるため、炉心出力を表すものある
が、残りの２０％は、時間的に遅延し、核分裂生成物によって生じる。ガンマ線に感応す
る元素は中性子束によって減損しないが、原子炉出力分布を測定するには、複雑な電子技
術または原子炉物理学的な方法が必要となる。
【００１７】
　すべての原子炉出力レベルで外部電源なしに信号を出力できるという自己給電型検出器
の長所を利用し、原子炉の臨界未満の状態を自動制御するために信頼できる真の原子炉出
力の表示数値に重なる核分裂副生成物の寄与分を識別し、検出器出力から減算する必要が
ある。
【発明の概要】
【００１８】
　本発明は、前述の目的を達成するために、炉心および冷却材を収容する圧力容器と、当
該炉心内の、少なくとも一部がその内部に１つ以上の主としてガンマ線に感応する迅速応
答自己給電型中性子検出器を有する複数の燃料集合体とから成り、当該検出器は当該炉心
内の核分裂反応に応答して当該反応を示す出力を発生する、原子炉システムを提供する。
臨界未満反応度監視装置は、当該１つ以上の主としてガンマ線に感応する自己給電型中性
子検出器の出力を受け、当該出力に応答して当該炉心内のガンマ線分布の炉心平均値を発
生させる。処理システムは、ガンマ線分布の当該炉心平均値を受けて、次式
【数１】

に従ってＫｅｆｆ値を計算し、出力するように構成されている。化学体積制御系は、当該
Ｋｅｆｆ値を受けて、Ｋｅｆｆの値に所定の望ましくない変化が検出されると当該冷却材
にホウ素を添加するトリガリング信号を発生させるように構成されている。
【００１９】
　当該Ｋｅｆｆ値は、原子炉システムの運転停止期間中、継続的に監視するのが好ましい
。一実施態様において、当該臨界未満反応度監視装置は、主としてガンマ線に感応する自
己給電型中性子検出器の出力のうち自己給電型中性子検出器の近傍における核分裂副生成
物から放出されるガンマ線の寄与分と、測定された出力のうち臨界未満の核分裂事象に直
接起因するものとを突き止めるように構成されている。そのような一実施態様では、当該
ガンマ線検出自己給電型中性子検出器の出力のうち核分裂副生成物の寄与分を、当該自己
給電型中性子検出器の出力から減算することによって、当該Ｋｅｆｆ値をリアルタイムで
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求める。
【００２０】
　さらに別の実施態様において、当該原子炉システムは、当該原子炉が臨界未満のときに
当該炉心内の核分裂事象を監視し、当該核分裂事象を判定可能にする出力を提供する中性
子源領域検出器を具備する。当該中性子源領域検出器は圧力容器の外側に設置され、当該
中性子源領域検出器からのデータ入力なしにＫｅｆｆ値が計算される。Ｋｅｆｆに所定の
望ましくない変化が検出されると、当該化学体積制御系が当該冷却材にホウ素を自動的に
添加するのが望ましい。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
　本発明の詳細を、好ましい実施態様を例にとり、添付の図面を参照して以下に説明する
。
【００２２】
【図１】本発明を適用できる原子炉システムの単純化した概略図である。
【００２３】
【図２】本発明を適用できる原子炉容器および内部構成機器の部分断面立面図である。
【００２４】
【図３】図示を明瞭にするために垂直方向に短縮し、部品を破断して示す燃料集合体の部
分断面立面図である。
【００２５】
【図４】本発明の装置の一実施態様におけるプロセスの各ステップを実施するための例示
的なシステムのブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　商用原子炉の運転者は、プラントの技術仕様書で規定された最小の余裕を確保して原子
炉を停止状態に保つようにする必要がある。原子炉の停止をＫｅｆｆの計算値により定量
化する、停止余裕と呼ぶ量があるが、これは、Ｋｅｆｆが１．０をどれ程下回るかによっ
て決まる。Ｋｅｆｆを計算するための現行の方法の１つは、原子炉冷却系へ添加されるホ
ウ酸の量が、起こり得るかもしれない停止事故のシナリオ（制御棒飛び出し、原子炉冷却
系の急速冷却、原子炉冷却系ホウ素濃度の意図しない希釈化など）の確かな防波堤となる
ようにする安全サイドの操作を多数、計算に施すのを要求する。Ｋｅｆｆがプラント技術
仕様書が要求する限度を常に下回るようにするべく原子炉冷却系に添加される、安全サイ
ドに立つ量のホウ酸は、運転停止後に原子炉を再稼働する際、原子炉冷却系から再度取り
除く必要がある。運転サイクルの最終段階で運転停止をする場合、何十万ガロンもの脱塩
された純水を添加することにより、安全サイドの停止条件を得る目的で添加されたホウ素
を除去する必要が生じうる。このことは、純水によって置き換えられるホウ酸水を取り除
いて貯蔵する必要のある化学体積制御系７４（図４）に大きな負荷がかかることを意味す
る。原子炉の運転費も有意に増えることになる。本発明の好ましい実施態様は、停止余裕
を継続的に測定して、安全サイドの運転に必要とされる計算の不確実性を解消することに
より、ホウ酸濃度を最適化し、化学体積制御系７４に必要とされる処理および貯蔵の要求
を最小限に抑えるのを可能にする。
【００２７】
　米国特許第６，１８１，７５９号に記載されたＫｅｆｆの計算方法では、原子炉が臨界
状態（Ｋｅｆｆ＝１）に達する過程における、周期的な制御棒引抜き後のＫｅｆｆの値を
中性子源領域炉外検出器を使用して算定する。中性子源領域検出器を使用するに当たり、
Ｋｅｆｆ値を目標とする所定の正確さで求めるための統計的に一貫性のある計数率データ
セットを得るには、間隔を置いて制御棒を引き抜く必要がある。本発明で記述する方法は
、１つ以上の迅速応答自己給電型検出器７０（例えば白金ベースの設計）の出力信号を使
用して、原子炉が停止状態のとき、臨界状態に達するまでの間、および臨界状態のときに
、Ｋｅｆｆ値を継続的に監視する。迅速応答自己給電型検出器を使用すると、通常は炉外
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検出器の応答に影響を与える原子炉冷却系の温度変化に影響されない処理済の自己給電型
検出器の出力信号に基づいてホウ素希釈保護系７６を制御することができる。
【００２８】
　この方法を使用するに当たって鍵となるのは、自己給電型検出器の測定信号のうち、自
己給電型検出器の元素の近傍における核分裂生成物から放出されたガンマ線が寄与する分
と、臨界未満の核分裂事象が寄与する分とを突き止める能力である。原子炉の停止後、核
分裂生成物の濃度は時間とともに、よく知られた態様で変化する。したがって、自己給電
型検出器の測定信号のうちの核分裂生成物から放出されるガンマ線の寄与分も相応に変化
する。自己給電型検出器の測定信号を、簡単な時間依存解析補正係数で調整して、核分裂
生成物からのガンマ線寄与分を取り除くことによって、自己給電型検出器の測定信号から
、核分裂プロセスで生じたガンマ線による信号のみを算出できる。この核分裂ガンマ線の
信号は、熱中性子数に直接比例する。熱中性子数が少なくとも相対的にわかれば、次に示
す簡単な未臨界増倍関係式から、基準状態の既知のＫｅｆｆと比べた相対的なＫｅｆｆ値
を求めることができる。

【数２】

上式において、ｆ（ｔ）は、時間ｔにおける自己給電型検出器の電流測定値（Ｉ（ｔ））
の核分裂ガンマ線寄与分である。ＫＲｅｆ値は、米国特許第６，１８１，７５９号に記載
された制御棒引抜き方法によるか、またはウェスチングハウス社のＢＥＡＣＯＮシステム
などのツールを用いた計算により決定できる。前者の方法では、中性子源領域検出器７２
からの中性子源領域計数率測定データを、核分裂生成物寄与分につき補正した自己給電型
検出器の電流値で置き換えるが、後者の方法では、原子炉の運転履歴を捕捉する原子炉モ
デルから基準停止状態のＫｅｆｆ値を計算する。核分裂生成物につき補正した電流値は比
率の形で使用されるので、自己給電型検出器の測定信号を中性子束の単位に明示的に変換
する必要はなく、核分裂生成物補正係数を相対的な形状関数で表すことができる。核分裂
生成物補正用の形状関数は、十分に実証されたさまざまな原子炉停止時加熱計算で使用さ
れる、時間に依存する核分裂生成物ガンマ崩壊関係式によって十分に表される。ここに、
ｔＲｅｆは停止後の時間、ｔはｔＲｅｆ後の時間である。自己給電型検出器が検出する電
流は、本質的に、中性子源領域検出器によるパルス繰り返し数の測定データよりも統計的
な変動が小さいため、自己給電型検出器の電流信号データを継続的に使用できる。それに
対して、パルスデータの統計は周期的な性質を持つ。
【００２９】
　したがって、本発明は、原子炉増倍係数（Ｋｅｆｆ）が連鎖反応の実現または維持に必
要な反応度をいか程下回るかを突き止めるために、炉心内に設置された１つ以上の主とし
てガンマ線に感応する（迅速応答）自己給電型検出器様式の放射線測定装置７０を使用す
る。この能力は、原子炉の運転状態に関する非常に重要な情報を原子炉運転者に提供する
。本発明は、自己給電型検出器の電流の変化を測定することにより、原子炉運転者が、Ｋ

ｅｆｆ値が臨界値（１．０）を下回る原子炉停止期間の間実質的に任意所望の間隔でＫｅ

ｆｆ値を測定できるようにする。本発明は、炉心内に設置された１つ以上の迅速応答自己
給電型検出器の計装を使用し、また、この自己給電型検出器からの出力は外部電源を必要
としないから、本発明で得られるＫｅｆｆデータの正確さと信頼性は、米国特許第６，１
８１，７５９号に記載された実施態様をはるかに凌ぐものである。さらに、本発明の好ま
しい実施態様は、このような能力の原子炉保護系への直接の組み入れを可能にするため、
現行のホウ素希釈事故防止法に関連する運転および炉心設計解析上の制約に伴う費用を一
掃できる。
【００３０】
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　本発明は、臨界未満の炉心におけるＫｅｆｆの継続的な測定を目的とする、迅速応答自
己給電型炉内検出器の信号の新規な利用に関わるものである。この自己給電型検出器の信
号処理の特に新規なところは、自己給電型検出器で測定した信号の補正を、十分に実証さ
れた崩壊熱加熱関数に基づいて、その測定信号への核分裂生成物ガンマ線の寄与分を除去
するように行う点である。
【００３１】
　本発明の特定の実施態様について詳しく説明したが、当業者は、本開示書全体の教示す
るところに照らして、これら詳述した実施態様に対する種々の変更および代替を想到でき
るであろう。したがって、ここに開示した特定の実施態様は説明目的だけのものであり、
本発明の範囲を何らも制約せず、本発明の範囲は添付の特許請求の範囲に記載の全範囲お
よびその全ての均等物である。
 

【図１】 【図２】



(10) JP 6771553 B2 2020.10.21

【図３】 【図４】



(11) JP 6771553 B2 2020.10.21

10

フロントページの続き

(56)参考文献  特開平０６－０５９０４５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０６－１９４４９３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００１－０３３５８１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１０－２４９６１８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２０１２－５１１７２６（ＪＰ，Ａ）　　　
              米国特許出願公開第２０１３／００８３８７９（ＵＳ，Ａ１）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ２１Ｃ　　１７／００　　　　
              Ｇ２１Ｃ　　　７／２２　　　　
              Ｇ２１Ｃ　　１７／０２　　　　
              Ｇ２１Ｃ　　１７／１０　　　　
              Ｇ２１Ｃ　　１７／１２　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

